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株主の皆様へ

　株主の皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し
上げます。

　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社の第５１期営業年度（平成１３年３月１日から平成１４年２月２８
日まで）の決算が終了いたしましたので、ここにその事業概況について
ご報告申しあげます。
　当期のわが国経済は、深刻なＩＴ不況、設備投資の減少、個人消費の
伸び悩みなど、厳しい状況が続きました。海外では、９月の米国同時多
発テロ事件によって一段と景気の先行きに不透明感が強まりましたが、
米国経済は次第に上昇の気運も見られるようになりました。また、欧
州やアジア経済も停滞気味に推移しましたものの、中国は着実に発展
を遂げており、アジア諸国にも徐々に回復の兆しが現れはじめました。
　当社の主力市場である舶用電子機器の分野では、国内は漁獲高不振
に加え、旋網船団の減船が決定されるなど市場規模の縮小傾向が続き
ました。 海外市場におきましては、欧州で漁船市場が堅調な伸びを見
せ、また米国における大型プレジャー船市場も堅調であったことに加
え、為替相場での円安基調が通年にわたったことにより総じて好調に
推移しました。一方、産業用電子機器の分野では、全般的に設備投資を
控える傾向が強まる中、当社が関連する製品市場も厳しい状況で推移
しました。
　このような中、当社は、新商品の開発、全社的なコストダウンに努め
るとともに、営業体制の強化を行い、舶用市場でのシェア拡大、新規市
場の開拓等に注力いたしました。また、昨年３月には、環境マネジメン
トシステムの国際規格である ISO１４００１の認証を西宮事業所で取得する
など、環境への配慮も積極的に進めてまいりました。
　その結果、売上高は４３８億４千４百万円（前期比０．１％増）と、ほぼ
前年度並みにとどまりました。一方、経常利益は、業務効率の向上など
によって、５億５千６百万円（前期比１１５．５％増）となりましたが、有
価証券の評価損等による特別損失を計上したため、３億２千２百万円
の税引前当期損失となりました。当期利益につきましては、法人税等
の調整の結果、２億３千７百万円となりました。
　このような利益状況と、今後も予断を許さない経営環境下におきま
しては、株主の皆様には誠に申し訳なく存じますが、無配をお願いせざ
るを得ず、深くお詫び申し上げる次第であります。

　部門別の状況
　　舶用電子機器

　舶用電子機器の分野では、国内については小型船、カツオ・マグロ船
など漁船市場全般で低迷が続き、ほとんどの機種において売上が減少
しました。
　一方、海外においては、NavNet 機器（航法装置や魚群探知機をネッ
トワーク接続したシステム）、大型スキャニングソナー、サテライトコ
ンパス（ＧＰＳを利用した方位センサー）などの新製品の投入に加え、
円安基調が続いたこともあり、欧米をはじめ、ほとんどの地域で売上を
伸ばしました。また商船市場でも、新船建造量が高水準で推移したこ
ともあり、着実な伸びを確保しました。
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　この結果、舶用電子機器の売上高は３０９億７千２百万円（前期比
４．４％増）となりました。
　　産業用電子機器
　産業用電子機器の分野では、ＧＰＳによる地殻変位監視システムの
拡販や、官需向けに積極的な提案型営業を展開いたしましたが、公共投
資関連機器や医療用機器の販売が伸び悩んだことなどにより、全体の
売上は低調に推移しました。
　この結果、産業用電子機器の売上高は１２８億７千２百万円（前期比
９．０％減）となりました。

　今後のわが国経済は、デフレスパイラル回避のための「緊急対応プロ
グラム」をはじめとする政府の諸施策の推進により、危機的状況は脱却
すると予想されるものの、停滞色の強い状況が続くのではないかと考
えられます。一方、海外におきましては、米国経済の回復により、明る
さが見えてくるものと予想されます。
　当社の主力市場である舶用電子機器業界を取り巻く環境は、国内に
おいては、漁船市場の縮小、プレジャー市場の低迷など引き続き厳しい
状況にあり、海外においても、競合他社との競争は一段と激化しており
ます。
　このような状況にあって、舶用電子機器分野におきましては、引き続
き新製品の開発に努めるとともに、充実した販売サービス網を活かし
世界市場でのシェアアップとともに、業界における一層の地位の向上
を図っていく方針であります。そのためには、市場のニーズに的確か
つ迅速に対応するための機能強化に努め、タイムリーな商品づくりと、
さらなるコストダウンを追求していく考えであります。また産業用電
子機器につきましては、ＧＰＳ応用機器や医療用機器の分野において、
一層の成長を見込んでおり、この事業を大きく育て、業容の拡大を図っ
ていく所存であります。

　株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援とご鞭撻
を賜りますようよろしくお願い申しあげます。

平成１４年５月

代表取締役社長

古 野 清 之
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「ベスト・オブ・ザNMEA賞」、NMEA最優秀メー
カー賞を受賞

　米国フロリダ州で開催されたNMEA（全米舶用電子機器協

会）の２００１年度総会で、当社製品は「ベスト・オブ・ザNMEA

賞」はじめ、最多の「最優秀メーカー賞」を受賞しました。

フルノのインターネット通販が本格的始動

　インターネットによる通信販売「FUNnet ファンネット」

サービスをスタートさせ、プレジャーボート用電子機器を中

心に扱う本格的な通販業務を開始しました。

http://www.furuno.co.jp/

６型 LCDサウンダー「LS-６１００」小型GPSナビゲータ「GP-３１」
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医療機器展示会、メディカ２００１に出展

西宮事業所、「ISO１４００１」認証取得

　２００１年１１月（２１日～２４日）ドイツ・デュッセルドルフで開か

れた医療機器展示会「MEDICA２００１」に、自社開発の小型生

化学分析装置を展示し、好評を博しました。同時に米・欧・ア

ジアを中心に全世界販売を目指す海外企業と成約致しました。

尚、同展示会は、入場者数１２万人、出展企業３０００社を超える世

界最大規模の医療機器展示会です。

　西宮事業所では、２００１年３月、環境マネージメントシステム

国際規格「ISO１４００１」の認証を取得しました。これは、１９９９年

１２月の当社・三木工場の取得に続くもので、常に地球環境への

配慮を意識しながら「ものづくり」をはじめとする事業活動を

行える企業であることが認められたものです。

　古野電気は、これからも地球に優しい企業であり続けます。
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新新新新新新新新新新製製製製製製製製製製品品品品品品品品品品新製品

レーダー・GPS・魚群探知機　船内 LANで
情報集約。NavNet

　レーダー、GPS（全地球測位シ

ステム）、魚群探知機の三つを船

上情報通信網（LAN）で接続し、一

つの画面に必要な画像情報をすべ

て映し出すプレジャーボート向け

のネットワークシステムです。

１０．４型・２周波
液晶カラー魚群探知機
FCV-１２００L

全周型カラースキャニングソナー
FSV-２４

　幅広い周波数に対応できるフ

リーシンセサイザーを備える等、

ユーザーのご要望にお応えできる、

液晶カラー魚群探知機。

　数々の新性能・新機能の採用に

より、従来のFURUNOの最上位

機種を大幅に上回る性能を実現し

た、革新的スキャニングソナー。

国内外において、絶大な評価をい

ただいています。
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GPSを利用した、
高精度方位センサー
サテライトコンパス
SC-６０/１２０

気象庁に
「DANA２０００」が
採用される

超音波・電子技術を
応用し開発した
「骨密度測定装置」

　GPS を活用した地殻変位連続

モニタリングシステム「DANA２０００」。

気象庁からわが国の常時観測２０

火山の監視用として採用されて

います。

　超音波方式の骨密度測定装置「CM-１００」を開発、販売を始

めました。医療用具製造承認（番号２１２００BZZ０００７１０００）を取

得済みです。

「フインパッド２００i」
フルノシステムズ

　あらゆるシーンを改革する、次世

代情報端末「finpad i モデル」。用途・

目的に合わせたシステムの構築によ

り、多彩な業務や環境に対応できる

自在性を兼ね備えています。

　GPS 電波の位相差を活用

し、ジャイロコンパス並の

高精度方位を実現させた、

次世代方位センサー。
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　�

平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度�

平成10年度 平成11年度 平成12年度 平成13年度�

〈売上高〉� （単位：百万）�

3，000�

2，600�

2，200�

1，800�

1，400�

0

70，000�

60，000�

50，000�

40，000�

30，000�

0

〈経常利益〉� （単位：百万）�

3，000�

2，000�

1，000�

0�

-1，000�

-2，000�

-3，000

〈当期純利益〉� （単位：百万）�

5757，586586

6767，034034

5858，733733 5858，07407457，586

67，034

58，733 58，074

2，883

1，600

1，913 1，864

776776 745745

-2，570

768768776 745 768

1.営業成績および財産の状況の推移�

平成平成1010年度年度 平成平成1111年度年度 

平成平成1212年度年度

 平成平成1313年度年度�平成10年度 平成11年度 

平成12年度

 平成13年度�

連結決算
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57，586

67，034

58，733 58，074

776 745 768

平成10年度 平成11年度 

平成12年度

 平成13年度�

 連 結 貸 借 対 照 表 
（平成１４年２月２８日現在）

金　　額科　　目

４９，２５１
１０，５８８
１７，５５８
１９，４１８
７６９
１，１３３
△　２１７

１８，７７３
９，９６１
４，５１４
３，８０６
１，６３９

３７０

８，４４１
２，４５４
１２５
２，６６６
３，８１２
△　６１７

（資　産　の　部）
流　動　資　産
現 金 及 び 預 金
受取手形売掛金
た な 卸 資 産
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固　定　資　産
　有形固定資産
建物及び構築物
土 地
そ の 他

　無形固定資産

　投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
長 期 貸 付 金
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

６８，０２４資　産　合　計

金　　額科　　目

２７，８２６
１０，６１６
８，８６３
４，３１１
４，０３３
１６，３９７
６，８６６
７，３２３
１，６２０
６３
５２４

４４，２２４
２３５

（負　債　の　部）
流　動　負　債

支払手形及び買掛金
短 期 借 入 金
一年以内返済予定長期借入金
そ の 他

固　定　負　債
長 期 借 入 金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
繰 延 税 金 負 債
そ の 他

負　債　合　計
少 数 株 主 持 分

７，５３４
１０，０７３
６，５５６
９９

△　６９７
△　２
２３，５６４

（資　本　の　部）
資　　本　　金
資 本 準 備 金
連 結 剰 余 金
その他有価証券評価差額金
為替換算調整勘定
自　己　株　式
　資　本　合　計

６８，０２４負 債 、 少 数 株 主 持 分
及 び 資 本 合 計

（単位：百万円）

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

（注）　記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

 連 結 損 益 計 算 書 
（平成１３年３月１日から平成１４年２月２８日まで）

金　　額科　　目
５８，０７４
３８，０５６
２０，０１７
１８，４２１
１，５９５
１，０３８
２２９
８０９
７６９
３５７
１４４
２６７

１，８６４
４８
４８
９９７
８７２
１２４
９１５
７７８

△　６７０
３８
７６８

売　　　上　　　高
売 上 原 価
売 上 総 利 益
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金
そ の 他
営 業 外 費 用
支 払 利 息
手 形 売 却 損
そ の 他

経 常 利 益
特 別 利 益
貸 倒 引 当 金 戻 入 益
特 別 損 失
投 資 有 価 証 券 評 価 損
そ の 他

税金等調整前当期純利益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
少 数 株 主 利 益

当　期　純　利　益

（単位：百万円）
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単独決算

（注）�

平成10年度　　　　平成11年度　　　　平成12年度　　　　平成13年度�

〈売上高〉� （単位：百万）�

1，600�

1，400�

1，200�

1，000�

800�

600�

400�

200�

0

50，000�

40，000�

30，000�

20，000�

10，000�

0

平成10年度　　　　平成11年度　　　　平成12年度　　　　平成13年度�

〈経常利益〉� （単位：百万）�

50�

40�

30�

20�

10�

0�

-10�

-20�

-110�

-120�

-130

〈１株当たり当期利益〉� （単位：円）�

43，844

51，451

46，266
43，797

556556

1，554554

556

1，554

1，000

258

7．4343
1.381.38

1616．8383

-125-125．4242

7．43
1．38

16．83

-125．42

1.営業成績および財産の状況の推移�

平成平成1010年度　　　　平成年度　　　　平成1111年度　　　　年度　　　　

平成平成1212年度年度

　　　　平成　　　　平成1313年度年度�平成10年度　　　　平成11年度　　　　

平成12年度

　　　　平成13年度�

１．１株当たり当期利益は期中平均発行済株式数は、期末発行済株式総数に基づいて
算出しています。なお、平成13年度につきましてはそれぞれ自己株式数を控除して算
出しています。�

２．平成10年度は、GMDSS関連製品の特需がピークとなり、売上高は大幅に増加いたしま
した。しかし、有価証券評価損の発生により、当期利益は大きく減少しました。�

３．平成11年度は、GMDSS関連製品の特需が上期で終息したため、売上高、経常利益と
も減少しましたが、有価証券評価損が減少したため当期利益は増加しました。�

４．平成12年度は、円高による輸出不振の影響で売上高、経常利益ともに減少したほか、
新会計基準の適用に備えて退職給与引当金の積み増しを行うなど特別損失を計上
したため、多額の当期損失を生じました。�
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556

1 554

7．43
1.38

16 83

-125．42

平成10年度　　　　平成11年度　　　　

平成12年度

　　　　平成13年度�

 貸 借 対 照 表 
（平成１４年２月２８日現在）

金　　額科　　目

３３，３９９，９４５
５，０６７，３５５
４，２４４，０１２
９，５７７，３６２
４，４４９，０７９
２，８１５，６９１
２，９９９，９１９
１０４，８５５
５４８，００９
３，０７７，７１２
３９５，１４８
２４２，８１６

△　１２２，０１６
１８，６２７，７３５
７，７３６，８８２
３，０９３，７７７
１１１，５７９
１４９，８５３
９，０８３
７０６，７５８
３，６６５，８２９
２５０，４６６
２０５，１２５
４５，３４０

１０，６４０，３８５
２，１０８，５６７
２，２３９，９０９
１６，８４０
８３７，０１６
１１０，２９５
２，４６５，１７３
２，２０６，７３３
４８４，９２８
５６６，２２０

△　３９５，２９９

　　（資　産　の　部）　　
流　動　資　産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
原 材 料
仕 掛 品
前 渡 金
繰 延 税 金 資 産
貸 付 金
未 収 消 費 税 等
その他の流動資産
貸 倒 引 当 金

固　定　資　産
　有形固定資産
建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工具・器具及び備品
土 地

　無形固定資産
ソ フ ト ウ ェ ア
電 話 加 入 権 等

　投 資 等
投 資 有 価 証 券
子 会 社 株 式
出 資 金
長 期 貸 付 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
団体生命保険払込金
差 入 保 証 金
そ の 他 の 投 資
貸 倒 引 当 金

５２，０２７，６８０合　　　計

金　　額科　　目

１６，６１４，７２６
３，００６，５２３
６，０６５，０１５
７２０，０００
４，２１１，０３０
８１４，９１５
１８，７３６
３３，０００
２８７，３９７
６６，６４６
２６，１２０
８６０，４２７
５０４，９１４

１５，５０７，５３０
６，７７７，０６０
７，１５７，４６４
１，４９６，０１２
７６，９９３

３２，１２２，２５７

　　（負　債　の　部）　　
流　 動　 負　 債
支 払 手 形
買 掛 金
短 期 借 入 金
  一年以内返済予定長期借入金
未 払 金
未 払 法 人 税 等
未 払 事 業 所 税
未 払 費 用
前 受 金
設備関係支払手形
賞 与 引 当 金
その他の流動負債

固　 定　 負　 債
長 期 借 入 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
その他の固定負債

負 債 合 計

７，５３４，５４２
１０，６９１，２５５
１０，０７３，２５５
６１７，９９９
１，５９１，４９２
１，３４０，０００
２５１，４９２
（２３７，０２５）
９０，２８５
９０，２８５

△　２，１５３
１９，９０５，４２２

　　（資　本　の　部）　　
資　　本　　金
法 定 準 備 金
資 本 準 備 金
利 益 準 備 金

剰　　余　　金
別 途 積 立 金
当 期 未 処 分 利 益
（ う ち 当 期 利 益 ）

評 価 差 額 金
その他有価証券評価差額金

自 己 株 式
資 本 合 計

５２，０２７，６８０合　　　計

（単位：千円）

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（注）　記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

 損 益 計 算 書 
（平成１３年３月１日から平成１４年２月２８日まで）

金　　額科　　目

４３，８４４，６２６　　

 ..................... ４３，３９３，２９３　　
４５１，３３３　　

６９０，６６２　　

 ............................. ５８５，２３６　　
５５６，７５９　　

８１，６８５　　

 ............................. ９６１，１６８　　
 .................. 　　３２２，７２３　　

１９，０００　　
 ............. △　　５７８，７４９　　

２３７，０２５　　
 ................................ １４，４６７　　

２５１，４９２　　

３２，０１９，８２２　　
　　　　１１，３７３，４７０　　

３９１，６７９　　
 ............................. ２９８，９８２　　

２４９，７４５　　
１４４，６８５　　

 ............................. １９０，８０５　　

８１，６８５　　

８７１，５１５　　
 ................................ ８９，６５２　　

経 常 損 益 の 部　 　 　 　
　　営　業　損　益　の　部

売 上 高
売 上 原 価
販売費及び一般管理費
営 業 利 益

　　営 業 外 損 益 の 部
営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
手 形 売 却 損
そ の 他

　　経 常 利 益
特 別 損 益 の 部　 　 　 　
　　特 別 利 益

貸 倒 引 当 金 戻 入 益
　　特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

税 引 前 当 期 損 失
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 利 益
前 期 繰 越 利 益
当 期 未 処 分 利 益

（単位：千円）
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１．　資産の評価基準及び評価方法
　�たな卸資産の評価基準及び評価方法
　　�　商　　　　　品　　個別法による原価法によっております。
　　�　製品・仕掛品　　総平均法（一部個別法）による原価法によっ

ております。
　　�　原　　材　　料　　総平均法（一部先入先出法）による原価法に

よっております。
　�有価証券の評価基準及び評価方法
　　子会社及び関連会社株式　　移動平均法による原価法によっております。
　　その他有価証券
　　　時価のあるもの　　　期末決算日の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部資本直入法により処理し、売却
原価は移動平均法により算定）によっており
ます。

　　　時価のないもの　　　移動平均法による原価法によっております。
２．　固定資産の減価償却の方法
　�　有形固定資産
　　　　法人税法に規定する定率法によっております。なお、平成１０年４

月１日以降取得の建物（建物附属設備を除く）については、定額
法によっております。

　�　無形固定資産
　　　　定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間（５年）に基づき、定額法によっ
ております。

３．　引当金の計上基準
　�　貸倒引当金
　　　　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。

　�　賞与引当金
　　　　従業員に対して支給する賞与の支払いに充てるため、支給見込額

を計上しております。
　�　退職給付引当金
　　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及

び年金資金の見込額に基づき、当期末において発生していると認
められる額を計上しております。

　　　　　なお、会計基準変更時差異（７，１０９，１７１千円）については、１５年
による按分額を費用処理しております。

　�　役員退職慰労引当金
　　　　役員の退職慰労金の支給に充てるため、役員退職慰労金規程に基

づく当期末要支給額を計上しております。
４．　リース取引の処理方法
　　　　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る
方法に準じた会計処理によっております。

５．　重要なヘッジ会計の方法
　　　　借入金に対し金利変動リスクをヘッジするため金利スワップを行

い、スワップの特例処理を行っております。金利スワップは社内
規程等に基づき行っており、ヘッジの有効性の判定については、
ヘッジ手段とヘッジ対象に関する重要な条件が同一であることを
確認しております。

６．　消費税等の会計処理
　　　　消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

重 要 な 会 計 方 針
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追加情報
１． 退職給付会計

　当期から退職給付に係る会計基準（「退職給付に係る会計基準の設定
に関する意見書」（企業会計審議会　平成１０年６月１６日））を適用してお
ります。この結果、従来の方法によった場合と比較して、退職給付費
用は３２２,１４６千円増加し、経常利益は２９６,１５８千円減少し、税引前当期損
失は同額増加しております。
　また、退職給与引当金は、従業員に係る部分を退職給付引当金に含
めて表示し、従来退職給与引当金に含めていた役員退職慰労引当金は
当期より別掲しております。

２． 金融商品会計
　当期から金融商品に係る会計基準（「金融商品に係る会計基準の設定
に関する意見書」（企業会計審議会　平成１１年１月２２日））を適用してお
ります。この結果、従来の方法によった場合と比較して、経常利益は
５５,１８０千円減少し、税引前当期損失は３１５,１６９千円増加しております。
　また、期首時点で保有する有価証券の保有目的を検討し、その他有
価証券に含まれる株式等は投資有価証券として表示しております。そ
の結果、有価証券は２,７８３,４２３千円減少し、投資有価証券は同額増加し
ております。

３． 外貨建取引等会計処理基準
　当期から改訂後の外貨建取引等会計処理基準（「外貨建取引等会計処
理基準の改訂に関する意見書」（企業会計審議会　平成１１年１０月２２日））
を適用しております。この結果、従来の方法によった場合と比較して、
経常利益は１３,０８４千円減少し、税引前当期損失は同額増加しておりま
す。

４． 自己株式
　「株式会社の貸借対照表、損益計算書、営業報告書及び附属明細書に
関する規則」の改正により、前期において流動資産に含めて表示して
おりました「自己株式」は当期より（資本の部）の末尾に控除方式によ
り記載しております。
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株式の状況 （平成１４年２月２８日現在）

会社が発行する株式の総数

発行済株式の総数

株主総数

当期間中の名義書換件数

当期間中の名義書換株数

株主一人当りの平均持株数

１２０，０００，０００株

３１，８９４，５５４株

４，４９２名

１６４件

４，３０２，９０５株

７，０９３株

大株主
持株比率％所有株式数千株株　主　名
１５．９５，０７８古 野 興 産 株 式 会 社
５．７１，８４３古 野 清 孝
４．１１，３１５古 野 清 賢
３．６１，１７３古野電気取引先持株会
３．１１，０００第一生命保険相互会社
２．９９４３株 式 会 社 富 士 銀 行
２．３７４６古 野 電 気 社 員 持 株 会
２．３７４４株式会社あおぞら銀行
２．０６４９安田信託銀行株式会社
１．９６２６株式会社東京三菱銀行

（注）１．　株式数は、千株未満は切り捨てて表示しております。
２．　前期まで当社が所有しておりました株式会社東京三菱銀行株式は、株式移転により株
式会社三菱東京フィナンシャル・グループ株式（持株数２９９株）となっております。

３．　当社は、株式会社富士銀行の持株会社である株式会社みずほホールディングスの普通
株式を７４４．７９株（持株比率０．０％）所有しております。

所有者別分布状況（発行済株式総数に対する割合）

所有株式数別

個人その他�
16，032，259株�

50.3％�

その他国内法人�
8，577，734株�

26.9％�

金融機関�
6，431，561株�
20.2％�

証券会社�
92，000株�
0.3％�

外国人・外国法人�
761，000株�
2.4％�

比　率所有株式数比　率株主数区　　分
１５．９５，０７８，５８１０．０１５，０００，０００株以上

１６．７５，３３１，００００．１４１，０００，０００株以上

１３．４４，２６８，４３３０．１６５００，０００株以上

１８．１５，７６７，２４８０．５２３１００，０００株以上

５．６１，７７６，５２８０．６２６５０，０００株以上

８．８２，８０４，８０２３．４１５１１０，０００株以上

５．５１，７４５，５７３６．３２８４５，０００株以上

１５．１４，８２３，０７３６８．７３，０８６１，０００株以上

０．９２９９，３１６２０．３９１１１，０００株未満

１００．０３１，８９４，５５４１００．０４，４９２合　　計

名 ％ 株 ％
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役　員 （平成１４年２月２８日現在）

株主メモ
決 算 期
定 時 株 主 総 会
配当金支払基準日
名義書換停止期間

名義書換代理人

同事務取扱場所

郵 便 物 送 付 先
電話お問い合わせ先

同 取 次 所

公 告 掲 載 新 聞
上場証券取引所

毎年２月末日
毎年５月下旬
毎年２月末日と８月末日
毎年３月１日から３月３１日まで
中間配当を行う場合、そのほか必要ある時は、
あらかじめ公告して臨時に停止します。
東京都千代田区丸の内一丁目５番１号
みずほ信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目５番１号
みずほ信託銀行株式会社　本店証券代行部
東京都江東区佐賀一丁目１７番７号（〒１３５-８７２２）
みずほ信託銀行株式会社　証券代行部
電話（０３）３６４２-４００４（大代表）
みずほ信託銀行株式会社　全国各支店
みずほアセット信託銀行株式会社
本店および全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社
本店および全国各支店
日本経済新聞
大阪証券取引所　市場第一部

※家近正直氏は、株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律第１８条第１項に定める社外監査役であります。

古　野　　清　孝
国　友　　　　茂
古　野　　清　之
古　野　　幸　男
木　谷　　賀　勇
古　野　　清　和
赤　松　　秋　雄
鶴　田　　雅　仁
谷　垣　　英　敏
小　林　　規　男
西　川　　公　平
原　　　　憲　治
飯　野　　博　司
小　西　　貞一郎
鶴　�　　公　二
梶　原　　　　博
家　近　　正　直

取 締 役
名 誉 会 長
　
代 表 取 締 役
会 長
　
代 表 取 締 役
社 長
　
専 務 取 締 役

　
専 務 取 締 役
　
常 務 取 締 役

　
常 務 取 締 役

　
常 務 取 締 役

　
取 締 役

　
取 締 役

　
取 締 役

　
取 締 役

　
取 締 役

　
取 締 役

　
監査役（常勤）

　
監査役（常勤）

　
監 査 役※


